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議案第６５号 

 

　　　石川町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等 

に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 

　上記の議案を提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石川町長　首　藤　剛　太　郎　　　 

 

 

 

石川町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等 

に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 

石川町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年条例第３４号）の一部を次のよう

に改正する。 
 現行 改正案

 
（趣旨） （趣旨）

 
第１条　この条例は，行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成２５年法律第２７号。以下

「法」という。）第９条第２項            

          に基づく個人番号の利用に関し

必要な事項を定めるものとする。

第１条　この条例は，行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成２５年法律第２７号。以下

「法」という。）第９条第２項及び法第１９

条第１１号に基づく個人番号の利用に関し

必要な事項を定めるものとする。

 
（定義） （定義）

 
第２条　この条例において，次の各号に掲げ

る用語の意義は，当該各号に定めるところ

による。

第２条　この条例において，次の各号に掲げ

る用語の意義は，当該各号に定めるところ

による。

 
（１）～（４）　（略） （１）～（４）　（略）

 
（追加） （５）　特定個人番号利用事務　法第１９

条第８号に規定する特定個人番号利用事

務をいう。

 
（追加） （６）　利用特定個人情報　法第１９条第

８号に規定する利用特定個人情報をい

う。
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現行 改正案

 

 
（個人番号の利用範囲） （個人番号の利用範囲）

 
第４条　法第９条第２項の条例で定める事務

は，                                   

                                       

                                       

 町  又は石川町教育委員会（以下「教育委

員会」という。）が行う法別表第２の第２欄

に掲げる事務とする。

第４条　法第９条第２項の条例で定める事務

は，別表第１の左欄に揚げる機関が行う同

表の右欄に揚げる事務，別表第２の左欄に

揚げる機関が行う同表の中欄に揚げる事務

及び町長又は石川町教育委員会（以下「教

育委員会」という。）が行う特定個人番号利

用事務          とする。

 
２　町又は教育委員会は，法別表第２の第２

欄  に掲げる事務を処理するために必要な

限度で同表の第４欄に掲げる特定個人情報

であって自ら    が保有するものを利用す

ることができる。ただし，法の規定によ

り，情報提供ネットワークシステムを使用

して他の個人番号利用事務実施者から当該

特定個人情報の提供を受けることができる

場合は，この限りでない。

２　別表第２の左欄に揚げる機関は，同表の

中欄に掲げる事務を処理するために必要な

限度で同表の右欄  に掲げる特定個人情報

であって当該機関が保有するものを利用す

ることができる。ただし，法の規定によ

り，情報提供ネットワークシステムを使用

して他の個人番号利用事務実施者から当該

特定個人情報の提供を受けることができる

場合は，この限りでない。

 
（追加） ３　町長又は教育委員会は，特定個人番号利

用事務を処理するために必要な限度で，利

用特定個人情報であって当該機関が保有す

るものを利用することができる。ただし，

法の規定により，情報提供ネットワークシ

ステムを使用して他の個人番号利用事務実

施者から当該利用個人情報の提供を受ける

ことができる場合は，この限りでない。

 
（追加） ４　第２項の規定による特定個人情報の利用

ができる場面において，他の条例，規則等

により当該特定個人情報と同一の内容の情

報を含む書面の提出が義務付けられている

ときは，当該書面の提出があったものとみ

なす。

 
（委任） （委任）

 
第５条　この条例の施行に関し必要な事項

は，町長が別に定める。

第５条　この条例の施行に関し必要な事項

は，規則で    定める。

 

 
別表第１
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現行 改正案

 

 
別表第２

 

 
機関 事務

 
1　町長 石川町ひとり親家庭医療費の助成に

関する条例（平成12年条例第12号）

によるひとり親家庭の医療費の助成

に関する事務であって規則で定める

もの
 

2　町長 石川町重度心身障害者医療費の給付

に関する条例（昭和49年条例第28

号）による重度心身障害者の医療費

の給付に関する事務であって規則で

定めるもの
 

3　町長 石川町子ども医療費助成に関する規

則（昭和58年規則第8号）による子

どもの医療費の助成に関する事務で

あって規則で定めるもの
 

4　町長 石川町妊産婦医療費助成に関する規

則（令和3年規則第14号） による妊

産婦の医療費の助成に関する事務で

あって規則で定めるもの

 
機関機関 事務 特定個人情報

 
1　町長 石川町ひとり

親家庭医療費

の助成に関す

る条例による

ひとり親家庭

の医療費の助

成に関する事

務であって規

則で定めるも

の

地方税法（昭和25年

法律第226号）その他

の地方税に関する法

律に基づく条例の規

定により算定した税

額又はその算定の基

礎となる事項に関す

る情報（以下「地方

税関係情報」とい

う。）であって規則で

定めるもの
 

健康保険法（大正11

年法律第70号），船員

保険法（昭和14年法

律第73号），私立学校

教職員共済法（昭和2
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現行 改正案

  8年法律第245号），国

家公務員共済組合法

（昭和33年法律第128

号），国民健康保険法

（昭和33年法律第192

号），地方公務員等共

済組合法（昭和37年

法律第152号）若しく

は高齢者の医療の確

保に関する法律（昭

和57年法律第80号）

による医療に関する

給付の支給又は被保

険者等資格に関する

情報（以下「医療保

険給付関係等情報」

という。）であって規

則で定めるもの
 

生活保護法（昭和25

年法律第144号）によ

る保護の実施又は就

労自立給付金の支給

に関する情報（以下

「生活保護関係情

報」という。）であっ

て規則で定めるもの
 

2　町長 石川町重度心

身障害者医療

費の給付に関

する条例によ

る重度心身障

害者の医療費

の給付に関す

る事務であっ

て規則で定め

るもの

地方税関係情報であ

って規則で定めるも

の
 

医療保険給付関係情

報であって規則で定

めるもの
 

生活保護関係情報又

は中国残留邦人等支

援給付等関係情報で

あって規則で定める

もの
 

3　町長 石川町子ども 地方税関係情報であ
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附　則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

令和６年１２月２日から被保険者証が廃止されることに伴い、地方単独公費の申

請時に関連する部分について改正を行うため。 

現行 改正案

  医療費助成に

関する規則に

よる子どもの

医療費の助成

に関する事務

であって規則

で定めるもの

って規則で定めるも

の
 

医療保険給付関係情

報であって規則で定

めるもの
 

生活保護関係情報で

あって規則で定める

もの
 

4　町長 石川町妊産婦

医療費助成に

関する規則に

よる妊産婦の

医療費の助成

に関する事務

であって規則

で定めるもの

医療保険給付関係情

報であって規則で定

めるもの
 

生活保護関係情報で

あって規則で定める

もの
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議案第６６号 

 

　　　石川町議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例の一部 

を改正する条例 

 

　上記の議案を提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石川町長　首　藤　剛　太　郎 

 

 

 

石川町議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例の一部 

を改正する条例 

 

第１条　石川町議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例（昭和５

１年条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条　石川町議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例の一部を

次のように改正する。 

 現行 改正案

 
第５条　（略） 第５条　（略）

 
２　期末手当の額は，それぞれ基準日現在

（退職し，又は死亡した議員にあっては，

退職し，又は死亡した日現在）において，

議員報酬の月額及びその額に１００分の１

５を超えない範囲内で町長が別に定める割

合を乗じて得た額の合計額に             

                 １００分の１６７．５  

                                       

           を乗じて得た額に，基準日以前

６箇月以内の期間におけるその者の在職期

間の次の各号に掲げる区分に応じ，当該各

号に定める支給割合を乗じて得た額とす

る。

２　期末手当の額は，それぞれ基準日現在

（退職し，又は死亡した議員にあっては，

退職し，又は死亡した日現在）において，

議員報酬の月額及びその額に１００分の１

５を超えない範囲内で町長が別に定める割

合を乗じて得た額の合計額に、６月に支給

する場合においては１００分の１６７．

５、１２月に支給する場合においては１０

０分の１７７．５を乗じて得た額に，基準

日以前６箇月以内の期間におけるその者の

在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ，

当該各号に定める支給割合を乗じて得た額

とする。

 
（１）～（４）　（略） （１）～（４）　（略）

 現行 改正案

 
第５条　（略） 第５条　（略）
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附　則 

（施行期日等） 

１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和７年４月

１日から施行する。 

２　第１条の規定による改正後の石川町議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁

償に関する条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、令和６年４月１日か

ら適用する。 

（期末手当の内払） 

３　改正後の条例の規定を適用する場合においては、改正前の石川町議会議員の議

員報酬、期末手当及び費用弁償に関する条例の規定に基づいて支給された期末手

当は、改正後の条例の規定による期末手当の内払とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

　福島県人事委員会の勧告に基づく、一般職員の給与改定に準じて所要の改正を行

うため。 

現行 改正案

 
２　期末手当の額は，それぞれ基準日現在

（退職し，又は死亡した議員にあっては，

退職し，又は死亡した日現在）において，

議員報酬の月額及びその額に１００分の１

５を超えない範囲内で町長が別に定める割

合を乗じて得た額の合計額に、６月に支給

する場合においては１００分の１６７．

５、１２月に支給する場合においては１０

０分の１７７．５を乗じて得た額に，基準

日以前６箇月以内の期間におけるその者の

在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ，

当該各号に定める支給割合を乗じて得た額

とする。

２　期末手当の額は，それぞれ基準日現在

（退職し，又は死亡した議員にあっては，

退職し，又は死亡した日現在）において，

議員報酬の月額及びその額に１００分の１

５を超えない範囲内で町長が別に定める割

合を乗じて得た額の合計額に１７２．５   

                                       

                                       

           を乗じて得た額に，基準日以前

６箇月以内の期間におけるその者の在職期

間の次の各号に掲げる区分に応じ，当該各

号に定める支給割合を乗じて得た額とす

る。

 
（１）～（４）　（略） （１）～（４）　（略）
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議案第６７号 

 

　　　石川町長等の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

　上記の議案を提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石川町長　首　藤　剛　太　郎 

 

 

 

石川町長等の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

第１条　石川町長等の給与に関する条例（昭和３１年条例第１６号）の一部を次の

ように改正する。 

 

第２条　石川町長等の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

 現行 改正案

 
（期末手当） （期末手当）

 
第７条　（略） 第７条　（略）

 
２　期末手当の額は，それぞれの基準日現在

（前項後段に規定する者にあっては，任期

が満了し，退職し，失職し，解職され，又

は死亡した日現在）において町長等が受け

るべき給料の月額と，その額に１００分の

１５を乗じて得た額との合計額に         

                     １００分の１６７．

５                                     

               を乗じて得た額に，基準日

以前６箇月以内の期間におけるその者の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ，当

該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。

２　期末手当の額は，それぞれの基準日現在

（前項後段に規定する者にあっては，任期

が満了し，退職し，失職し，解職され，又

は死亡した日現在）において町長等が受け

るべき給料の月額と，その額に１００分の

１５を乗じて得た額との合計額に、６月に

支給する場合においては１００分の１６

７．５、１２月に支給する場合においては

１００分の１７７．５を乗じて得た額に，

基準日以前６箇月以内の期間におけるその

者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ，当該各号に定める割合を乗じて得た額

とする。

 
（１）～（４）　（略） （１）～（４）　（略）

 現行 改正案

 
（期末手当） （期末手当）

 
第７条　（略） 第７条　（略）
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附　則 

（施行期日等） 

１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和７年４月

１日から施行する。 

２　第１条の規定による改正後の石川町長等の給与に関する条例（以下「改正後の

条例」という。）の規定は、令和６年４月１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

３　改正後の条例の規定を適用する場合においては、改正前の石川町長等の給与に

関する条例の規定に基づいて支給された期末手当は、改正後の条例の規定による

期末手当の内払とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

　福島県人事委員会の勧告に基づく、一般職員の給与改定に準じて所要の改正を行

うため。 

現行 改正案

 
２　期末手当の額は，それぞれの基準日現在

（前項後段に規定する者にあっては，任期

が満了し，退職し，失職し，解職され，又

は死亡した日現在）において町長等が受け

るべき給料の月額と，その額に１００分の

１５を乗じて得た額との合計額に、６月に

支給する場合においては１００分の１６

７．５、１２月に支給する場合においては

１００分の１７７．５を乗じて得た額に，

基準日以前６箇月以内の期間におけるその

者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ，当該各号に定める割合を乗じて得た額

とする。

２　期末手当の額は，それぞれの基準日現在

（前項後段に規定する者にあっては，任期

が満了し，退職し，失職し，解職され，又

は死亡した日現在）において町長等が受け

るべき給料の月額と，その額に１００分の

１５を乗じて得た額との合計額に１００分

の１７２．５                           

                                       

                を乗じて得た額に，基準

日以前６箇月以内の期間におけるその者の

在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ，

当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。

 
（１）～（４）　（略） （１）～（４）　（略）
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議案第６８号 

 

　　　石川町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

　上記の議案を提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石川町長　首　藤　剛　太　郎 

 

 

 

石川町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

第１条　石川町職員の給与に関する条例（昭和４１年条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。 
 現行 改正案

 
（期末手当） （期末手当）

 
第２１条　（略） 第２１条　（略）

 
２　期末手当の額は，期末手当基礎額に     

                         １００分の１２

２．５                                 

                   を乗じて得た額に，基

準日以前６箇月以内の期間における当該職

員の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ，当該各号に定める支給割合を乗じて得

た額とする。

２　期末手当の額は，期末手当基礎額に、６

月に支給する場合においては１００分の１

２２．５、１２月に支給する場合において

は１００分の１２７．５を乗じて得た額

に，基準日以前６箇月以内の期間における

当該職員の在職期間の次の各号に掲げる区

分に応じ，当該各号に定める支給割合を乗

じて得た額とする。

 
（１）～（４）　（略） （１）～（４）　（略）

 
３　定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については，同項中「１０

０分の１２２．５」とあるのは「１００分

の６８．７５」                         

                                   とす

る。

３　定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については，同項中「１０

０分の１２２．５」とあるのは「１００分

の６８．７５」、「１００分の１２７．５」

とあるのは「１００分の７１．２５」とす

る。

 
４～７　（略） ４～７　（略）

 

 
（勤勉手当） （勤勉手当）

 
第２２条　（略） 第２２条　（略）



11 

 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第３条関係） 

 

第２条　石川町職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

現行 改正案

 
２　勤勉手当の額は，勤勉手当基礎額に，町

長が規則で定める支給割合を乗じて得た額

とする。この場合において，次の各号に掲

げる職員の区分ごとの勤勉手当の額の総額

は，それぞれ当該各号に掲げる額を超えて

はならない。

２　勤勉手当の額は，勤勉手当基礎額に，町

長が規則で定める支給割合を乗じて得た額

とする。この場合において，次の各号に掲

げる職員の区分ごとの勤勉手当の額の総額

は，それぞれ当該各号に掲げる額を超えて

はならない。

 
（１）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員以外の職員　当該職員の勤

勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基

準日現在（退職し，又は死亡した職員に

あっては，退職し，又は死亡した日現

在。次項及び附則第４項第３号において

同じ。）において受けるべき扶養手当の月

額の合計額を加算した額に             

                 １００分の１００    

                                     

       を乗じて得た額の総額

（１）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員以外の職員　当該職員の勤

勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基

準日現在（退職し，又は死亡した職員に

あっては，退職し，又は死亡した日現

在。次項及び附則第４項第３号において

同じ。）において受けるべき扶養手当の月

額の合計額を加算した額に、６月に支給

する場合においては１００分の１００、

１２月に支給する場合においては１００

分の１１０を乗じて得た額の総額

 
（２）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員　当該定年前再任用短時間

勤務職員の勤勉手当基礎額に           

                   １００分の４８．７

５                                   

                 を乗じて得た額の総額

（２）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員　当該定年前再任用短時間

勤務職員の勤勉手当基礎額に、６月に支

給する場合においては１００分の４８．

７５、１２月に支給する場合においては

１００分の５１．２５を乗じて得た額の

総額

 
３～６　（略） ３～６　（略）

 （別　紙）

 現行 改正案

 
（期末手当） （期末手当）

 
第２１条　（略） 第２１条　（略）

 
２　期末手当の額は，期末手当基礎額に、６

月に支給する場合においては１００分の１

２２．５、１２月に支給する場合において

２　期末手当の額は，期末手当基礎額に１０

０分の１２５                           
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現行 改正案

 
は１００分の１２７．５を乗じて得た額

に，基準日以前６箇月以内の期間における

当該職員の在職期間の次の各号に掲げる区

分に応じ，当該各号に定める支給割合を乗

じて得た額とする。

                    を乗じて得た額に，

基準日以前６箇月以内の期間における当該

職員の在職期間の次の各号に掲げる区分に

応じ，当該各号に定める支給割合を乗じて

得た額とする。

 
（１）～（４）　（略） （１）～（４）　（略）

 
３　定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については，同項中「１０

０分の１２２．５」とあるのは「１００分

の６８．７５」、「１００分の１２７．５」

とあるのは「１００分の７１．２５」とす

る。

３　定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については，同項中「１０

０分の１２５」とあるのは「１００分の７

０」                                   

                                   とす

る。

 
４～７　（略） ４～７　（略）

 

 
（勤勉手当） （勤勉手当）

 
第２２条　（略） 第２２条　（略）

 
２　勤勉手当の額は，勤勉手当基礎額に，町

長が規則で定める支給割合を乗じて得た額

とする。この場合において，次の各号に掲

げる職員の区分ごとの勤勉手当の額の総額

は，それぞれ当該各号に掲げる額を超えて

はならない。

２　勤勉手当の額は，勤勉手当基礎額に，町

長が規則で定める支給割合を乗じて得た額

とする。この場合において，次の各号に掲

げる職員の区分ごとの勤勉手当の額の総額

は，それぞれ当該各号に掲げる額を超えて

はならない。

 
（１）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員以外の職員　当該職員の勤

勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基

準日現在（退職し，又は死亡した職員に

あっては，退職し，又は死亡した日現

在。次項及び附則第４項第３号において

同じ。）において受けるべき扶養手当の月

額の合計額を加算した額に、６月に支給

する場合においては１００分の１００、

１２月に支給する場合においては１００

分の１１０を乗じて得た額の総額

（１）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員以外の職員　当該職員の勤

勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基

準日現在（退職し，又は死亡した職員に

あっては，退職し，又は死亡した日現

在。次項及び附則第４項第３号において

同じ。）において受けるべき扶養手当の月

額の合計額を加算した額に１００分の１

０５                                 

                                     

        を乗じて得た額の総額

 
（２）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員　当該定年前再任用短時間

勤務職員の勤勉手当基礎額に、６月に支

給する場合においては１００分の４８．

（２）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員　当該定年前再任用短時間

勤務職員の勤勉手当基礎額に１００分の

５０                                 
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附　則 

（施行期日等） 

１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和７年４月

１日から施行する。 

２　第１条の規定による改正後の石川町職員の給与に関する条例（以下「改正後の

条例」という。）の規定は、令和６年４月１日から適用する。 

（給与の内払） 

３　改正後の条例の規定を適用する場合においては、改正前の石川町職員の給与に

関する条例の規定に基づいて支給された給与は、改正後の条例の規定による給与

の内払とみなす。 

（町長への委任） 

４　前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、町長が定め 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行 改正案

 
７５、１２月に支給する場合においては

１００分の５１．２５を乗じて得た額の

総額

                                     

                  を乗じて得た額の総

額

 
３～６　（略） ３～６　（略）
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別表第１（第３条関係） 
 

職員の

区分

職務 
の級

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

 号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額
 定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員 以 外

の職員

　 円 円 円 円 円 円

 1 186,700 234,000 265,400 292,200 315,400 342,200 

 2 187,800 235,500 266,400 294,100 317,200 344,200 

 3 189,000 237,000 267,500 295,600 319,000 346,000 

 4 190,100 238,400 268,600 297,000 320,700 347,900 

 　 　 　
 5 191,300 239,900 269,700 298,600 322,200 349,600 

 6 193,100 241,400 270,700 300,300 323,800 351,400 

 7 194,700 242,900 271,700 301,900 325,300 353,100 

 8 196,300 244,400 272,800 303,100 326,700 354,800 

 　 　 　
 9 198,000 245,800 273,900 304,300 328,200 356,600 

 10 200,100 247,200 274,900 305,800 330,000 358,300 

 11 201,700 248,600 275,900 307,500 331,900 360,000 

 12 203,300 250,000 276,900 309,000 333,600 361,600 

 　 　 　
 13 204,800 251,200 277,900 310,400 335,300 363,300 

 14 206,400 252,400 279,100 311,700 337,000 365,000 

 15 207,900 253,600 280,100 313,000 338,700 366,700 

 16 209,500 254,800 281,400 314,200 340,500 368,500 

 　 　 　
 17 210,900 255,800 282,400 315,500 342,300 370,300 

 18 212,600 256,900 283,800 317,200 344,100 372,100 

 19 214,000 258,000 285,000 318,900 345,900 373,800 

 20 215,800 259,100 286,200 320,600 347,600 375,500 

 　 　 　
 21 217,500 260,200 287,400 322,100 349,300 376,800 

 22 219,100 261,200 288,800 323,700 350,900 378,500 

 23 220,900 262,300 290,200 325,400 352,600 380,000 

 24 222,800 263,200 291,500 327,000 354,100 381,600 

 　 　 　
 25 224,600 264,400 292,500 328,600 355,700 383,500 

 26 226,200 265,600 293,600 330,300 357,500 385,500 

 27 227,800 266,700 295,100 332,000 359,200 387,400 

 28 229,100 267,700 296,500 333,800 360,900 389,300 

 　 　 　
 29 230,300 268,500 298,000 335,400 362,100 391,000 

 30 230,800 269,400 299,000 337,200 363,600 392,800 

 31 232,000 270,400 300,100 338,900 365,100 394,500 

 32 233,200 271,300 301,400 340,500 366,600 396,300 

 　 　 　
 33 234,400 272,200 302,900 342,100 368,400 397,800 

 34 235,600 273,200 304,200 344,000 370,200 399,200 

 35 236,800 274,100 305,300 345,900 371,900 400,600 

 36 237,600 274,900 306,400 347,500 373,800 402,000 
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 37 238,500 275,500 307,700 348,700 375,300 403,600 

 38 239,500 276,100 309,100 350,400 376,600 404,800 

 39 240,500 276,800 310,400 352,100 377,800 406,100 

 40 241,400 277,500 311,700 353,800 379,200 407,200 

 　 　 　
 41 242,600 278,300 313,200 355,700 380,300 408,100 

 42 243,700 279,200 314,600 357,500 381,300 409,300 

 43 244,600 280,100 316,100 359,400 382,300 410,400 

 44 245,400 280,800 317,500 361,100 383,400 411,500 

 　 　 　
 45 246,100 281,400 318,800 362,700 384,400 412,300 

 46 246,700 282,200 320,300 364,200 385,200 413,000 

 47 247,300 283,100 321,700 365,600 386,100 413,700 

 48 248,100 283,800 322,800 367,000 386,900 414,300 

 　 　 　
 49 249,000 284,500 324,000 368,400 387,800 414,900 

 50 249,500 285,400 325,300 369,300 388,600 415,500 

 51 250,000 286,100 326,700 370,200 389,300 416,100 

 52 250,500 286,900 328,100 371,200 390,100 416,700 

 　 　 　
 53 251,000 287,700 329,100 372,200 390,800 417,100 

 54 251,500 288,400 330,300 373,300 391,500 417,300 

 55 252,000 289,200 331,500 374,400 392,200 417,600 

 56 252,400 289,800 332,800 375,300 392,900 417,900 

 　 　 　
 57 252,900 290,700 334,200 376,200 393,500 418,100 

 58 253,400 291,400 335,300 376,900 394,000 418,500 

 59 253,700 292,300 336,400 377,600 394,600 418,800 

 60 254,000 292,700 337,600 378,200 395,300 419,000 

 　 　 　 　
 61 254,300 293,300 338,500 378,500 395,800 419,200 

 62 254,600 294,000 339,300 379,100 396,300 419,400 

 63 254,900 294,600 340,000 379,800 396,900 419,700 

 64 255,200 295,500 340,800 380,500 397,400 420,000 

 　 　 　 　
 65 255,500 296,200 341,500 381,000 397,800 420,200 

 66 255,800 296,700 341,900 381,700 398,500 420,500 

 67 256,100 297,300 342,700 382,400 399,100 420,700 

 68 256,400 297,700 343,400 382,900 399,600 421,000 

 　 　 　 　
 69 256,700 298,100 344,000 383,400 399,900 421,300 

 70 257,000 298,600 344,700 383,900 400,400 421,600 

 71 257,300 299,200 345,400 384,400 401,100 421,900 

 72 257,600 299,900 346,000 385,000 401,600 422,100 

 　 　 　 　
 73 257,900 300,500 346,600 385,500 401,900 422,300 

 74 258,200 301,000 347,200 386,100 402,400 422,500 

 75 258,500 301,400 347,800 386,800 402,700 422,800 
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 76 258,800 301,700 348,300 387,400 403,100 423,000 

 　 　 　 　
 77 259,100 301,900 348,600 387,900 403,400 423,200 

 78 259,400 302,300 349,100 388,400 403,700 423,700 

 79 259,700 302,700 349,600 389,000 404,000 424,200 

 80 260,000 302,900 350,000 389,500 404,200 424,700 

 　 　 　 　
 81 260,300 303,100 350,400 390,000 404,400 425,100 

 82 260,600 303,400 350,900 390,600 404,800 425,400 

 83 260,900 303,600 351,400 391,000 405,100 426,000 

 84 261,200 303,800 351,900 391,400 405,300 426,700 

 　 　 　 　
 85 261,500 304,100 352,300 391,800 405,500 427,200 

 86 261,800 304,400 352,700 392,300 406,100 427,500 

 87 262,100 304,700 353,100 392,700 406,800 428,100 

 88 262,400 305,000 353,500 393,000 407,500 428,800 

 　 　 　 　
 89 262,700 305,200 353,800 393,500 407,900 429,200 

 90 263,000 305,500 354,300 394,100 408,400 　

 91 263,300 305,800 354,700 394,600 408,800 　

 92 263,600 306,100 355,100 395,000 409,400 　

 　 　 　 　
 93 263,900 306,300 355,300 395,200 409,900 

 94 　 306,600 355,700 395,500 410,400

 95 　 307,000 356,000 395,900 410,800

 
96

　 307,400 356,400 396,300 ４１１４０

０

 　 　 　 　 　

 97 　 307,600 356,700 396,600 411,900 　
 98 　 307,900 357,000 397,100 　
 99 　 308,200 357,300 397,500 　
 100 　 308,600 357,700 397,900 　
 　 　 　 　 　
 101 　 308,800 358,100 398,200 　
 102 　 309,100 358,500 398,700 　
 103 　 309,500 358,900 399,100 　
 104 　 309,800 359,200 399,500 　
 　 　 　 　
 105 　 310,000 359,700 399,800 　
 106 　 310,300 360,100 　
 107 　 310,700 360,500 　 　
 108 　 311,000 360,900 　 　
 　 　 　 　 　
 109 　 311,200 361,300 　 　
 110 　 311,600 361,600 　 　
 111 　 312,000 362,000 　 　
 112 　 312,300 362,300 　 　
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提案理由 

　福島県人事委員会の勧告に基づき所要の改正を行うため。 

 113 　 312,500 362,800 　 　
 114 　 312,900 　 　 　
 115 　 313,100 　 　 　
 116 　 313,500 　 　 　
 　 　 　 　 　
 117 　 313,700 　 　
 118 　 313,900 　 　
 119 　 314,200 　 　
 120 　 314,400 　 　
 　 　 　 　 　
 121 　 314,700 　 　
 122 　 315,000 　 　
 123 　 315,300 　 　
 124 　 315,600 　 　
 　 　 　 　
 125 　 315,900 　 　 　 　
 定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員

　 196,100 224,400 265,900 286,100 301,700 327,800
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議案第６９号 

 

　　　石川町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例 

 

　上記の議案を提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石川町長　首　藤　剛　太　郎 

 

 

 

石川町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例 

 

石川町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年条例第２８

号）の一部を次のように改正する。 

 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第４条関係） 

給料表 

 職務の級 1級 2級

 号給 給料月額 給料月額
 　 円 円
 1 186,700 234,000
 2 187,800 235,500
 3 189,000 237,000
 4 190,100 238,400
 　

 5 191,300 239,900
 6 193,100 241,400
 7 194,700 242,900
 8 196,300 244,400
 　
 9 198,000 245,800
 10 200,100 247,200
 11 201,700 248,600
 12 203,300 250,000
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 13 204,800 251,200
 14 206,400 252,400
 15 207,900 253,600
 16 209,500 254,800
 　
 17 210,900 255,800
 18 212,600 256,900
 19 214,000 258,000
 20 215,800 259,100
 　
 21 217,500 260,200
 22 219,100 261,200
 23 220,900 262,300
 24 222,800 263,200
 　
 25 224,600 264,400
 26 226,200 265,600
 27 227,800 266,700
 28 229,100 267,700
 　
 29 230,300 268,500
 30 230,800 269,400
 31 232,000 270,400
 32 233,200 271,300
 　
 33 234,400 272,200
 34 235,600 273,200
 35 236,800 274,100
 36 237,600 274,900
 　
 37 238,500 275,500
 38 239,500 276,100
 39 240,500 276,800
 40 241,400 277,500
 　
 41 242,600 278,300
 42 243,700 279,200
 43 244,600 280,100
 44 245,400 280,800
 　
 45 246,100 281,400
 46 246,700 282,200
 47 247,300 283,100
 48 248,100 283,800
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 49 249,000 284,500
 50 249,500 285,400
 51 250,000 286,100
 52 250,500 286,900
 　
 53 251,000 287,700
 54 251,500 288,400
 55 252,000 289,200
 56 252,400 289,800
 　
 57 252,900 290,700
 58 253,400 291,400
 59 253,700 292,300
 60 254,000 292,700
 　 　
 61 254,300 293,300
 62 254,600 294,000
 63 254,900 294,600
 64 255,200 295,500
 　 　
 65 255,500 296,200
 66 255,800 296,700
 67 256,100 297,300
 68 256,400 297,700
 　 　
 69 256,700 298,100
 70 257,000 298,600
 71 257,300 299,200
 72 257,600 299,900
 　 　
 73 257,900 300,500
 74 258,200 301,000
 75 258,500 301,400
 76 258,800 301,700
 　 　
 77 259,100 301,900
 78 259,400 302,300
 79 259,700 302,700
 80 260,000 302,900
 　 　
 81 260,300 303,100
 82 260,600 303,400
 83 260,900 303,600
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 84 261,200 303,800
 　 　
 85 261,500 304,100
 86 261,800 304,400
 87 262,100 304,700
 88 262,400 305,000
 　 　
 89 262,700 305,200
 90 263,000 305,500
 91 263,300 305,800
 92 263,600 306,100
 　 　
 93 263,900 306,300
 94 　 306,600
 95 　 307,000
 96 　 307,400
 　 　 　
 97 　 307,600
 98 　 307,900
 99 　 308,200
 100 　 308,600
 　 　 　
 101 　 308,800
 102 　 309,100
 103 　 309,500
 104 　 309,800
 　 　 　
 105 　 310,000
 106 　 310,300
 107 　 310,700
 108 　 311,000
 　 　 　
 109 　 311,200
 110 　 311,600
 111 　 312,000
 112 　 312,300
 　 　 　
 113 　 312,500
 114 　 312,900
 115 　 313,100
 116 　 313,500
 　 　 　
 117 　 313,700
 118 　 313,900
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附　則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

　福島県人事委員会の勧告に基づき所要の改正を行うため。　　  

 119 　 314,200
 120 　 314,400
 　 　 　
 121 　 314,700
 122 　 315,000
 123 　 315,300
 124 　 315,600
 　 　
 125 　 315,900
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議案第７０号 

 

　　　石川町営住宅等条例の一部を改正する条例 

 

　上記の議案を提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石川町長　首　藤　剛　太　郎　　　 

 

 

 

石川町営住宅等条例の一部を改正する条例 

 

　石川町営住宅等条例（平成９年条例第４号）の一部を次のように改正する。 
 現行 改正案

 
（入居者の資格等） （入居者の資格等）

 
第５条　町営住宅等に入居することができる

者は，次の各号に掲げる条件を具備する者

でなければならない。

第５条　町営住宅等に入居することができる

者は，次の各号に掲げる条件を具備する者

でなければならない。

 
（１）　その者の収入がアからオまでに掲

げる場合に応じ，それぞれアからオまで

に定める金額を超えないこと。

（１）　その者の収入がアからオまでに掲

げる場合に応じ，それぞれアからオまで

に定める金額を超えないこと。

 
ア　入居者又は同居者が（ア）から

（オ）までのいずれかに該当する者で

ある場合　２１万４千円

ア　入居者又は同居者が（ア）から

（オ）までのいずれかに該当する者で

ある場合　２１万４千円

 
（ア）　障害者基本法（昭和４５年法

律第８４号）第２条第１号に規定す

る障害者で，その障害の程度が次に

掲げる程度である者

（ア）　障害者基本法（昭和４５年法

律第８４号）第２条第１号に規定す

る障害者で，その障害の程度が次に

掲げる程度である者

 
a　身体障害　身体障害者福祉法施行

規則（昭和２５年厚生省令第１５

号）別表第５号の１級から４級ま

でのいずれかに該当する程度

a　身体障害　身体障害者福祉法施行

規則（昭和２５年厚生省令第１５

号）別表第５号の１級から４級ま

でのいずれかに該当する程度

 
b　精神障害（知的障害を除く。以下

同じ。）　精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律施行令（昭和２

５年政令第１５５号）第６条第３

項に規定する１級から３級までの

b　精神障害（知的障害を除く。以下

同じ。）　精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律施行令（昭和２

５年政令第１５５号）第６条第３

項に規定する１級から３級までの
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現行 改正案

 
いずれかに該当する程度 いずれかに該当する程度

 
c　知的障害　bに規定する精神障害

の程度に相当する程度

c　知的障害　bに規定する精神障害

の程度に相当する程度

 
（イ）　戦傷病者特別援護法（昭和３

８年法律第１６８号）第２条第１項

に規定する戦傷病者で，その障害の

程度が同条第２項第３号で定める程

度である者

（イ）　戦傷病者特別援護法（昭和３

８年法律第１６８号）第２条第１項

に規定する戦傷病者で，その障害の

程度が同条第２項第３号で定める程

度である者

 
（ウ）　原子爆弾被爆者に対する援護

に関する法律（平成６年法律第１１

７号）第１１条第１項の規定による

厚生労働大臣の認定を受けている者

（ウ）　原子爆弾被爆者に対する援護

に関する法律（平成６年法律第１１

７号）第１１条第１項の規定による

厚生労働大臣の認定を受けている者

 
（エ）　海外からの引揚者で本邦に引

き揚げた日から起算して５年を経過

していない者

（エ）　海外からの引揚者で本邦に引

き揚げた日から起算して５年を経過

していない者

 
（オ）　ハンセン病療養所入所者等に

対する補償金の支給等に関する法律

（平成１３年法律第６３号）第２条

に規定するハンセン病療養所入所者

等

（オ）　ハンセン病療養所入所者等に

対する補償金の支給等に関する法律

（平成１３年法律第６３号）第２条

に規定するハンセン病療養所入所者

等

 
イ　入居者が６０歳以上の者であり，か

つ，同居する者がある場合はそのいず

れもが６０歳以上の者である場合　２

１万４千円

イ　入居者が６０歳以上の者であり，か

つ，同居する者がある場合はそのいず

れもが６０歳以上の者である場合　２

１万４千円

 
ウ　同居者に１８歳未満の者がある場合 

                                   

        　２１万４千円

ウ　同居者に１８歳未満の者がある場合

（入居者又は同居者が妊娠している場

合を含む）　２５万９千円

 
（追加） エ　夫婦（婚姻の届出をしないが事実上

婚姻関係と同様の事情にあるものその

他婚姻の予約者を含む。以下この条に

おいて同じ。）のみの世帯で、夫婦どち

らかの年齢が４０歳未満である場合　

２５万９千円

 
エ　法第８条第１項若しくは第３項若し

くは激甚災害に対処するための特別の

財政援助等に関する法律（昭和３７年

法律第１５０号）第２２条第１項の規

オ　法第８条第１項若しくは第３項若し

くは激甚災害に対処するための特別の

財政援助等に関する法律（昭和３７年

法律第１５０号）第２２条第１項の規



25 

現行 改正案

 
定による国の補助に係る町営住宅又は

法第８条第１項各号のいずれかに該当

する場合において町が災害により滅失

した住宅に居住していた低所得者に転

貸するために借り上げる町営住宅に入

居する者である場合　２１万４千円

（当該災害発生の日から３年を経過し

た後は，１５万８千円）

定による国の補助に係る町営住宅又は

法第８条第１項各号のいずれかに該当

する場合において町が災害により滅失

した住宅に居住していた低所得者に転

貸するために借り上げる町営住宅に入

居する者である場合　２１万４千円

（当該災害発生の日から３年を経過し

た後は，１５万８千円）

 
オ　アからエまでに掲げる場合以外の場

合　１５万８千円

カ　アからオまでに掲げる場合以外の場

合　１５万８千円

 
（２）～（５）　（略） （２）～（５）　（略）

 

 
（追加） （子育て支援住宅に係る入居の決定等） 

第７条の２　町長は、子育て支援のための町

営住宅としてあらかじめ指定した住宅（以

下「子育て支援住宅」という。）について

は、前条第２項の規定にかかわらず、出生

から１８歳に達する日以後最初の３月３１

日までにある者（以下「児童生徒等」とい

う。）と現に同居し、又は同居しようとする

入居申込者のうちから入居者を決定し、そ

の旨を当該入居者として決定した者に対し

て通知するものとする。この場合におい

て、町長は、当該決定に、入居日から１９

年を超えない範囲内において、期限（以下

「入居期限」という。）を付するものとす

る。 

２　前項の決定（以下「期限付入居決定」と

いう。）は、入居期限（第４項の規定により

延長された入居期限を含む。以下同じ。）の

到来によってその効果を失う。 

３　町長は、期限付入居決定をしようとする

ときは、あらかじめ、入居申込者に対し、

前項に定める事項について説明をしなけれ

ばならない。 

４　町長は、第１１条第１項の規定により新

たに児童生徒等の同居を承認する場合その
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現行 改正案

 
他特に必要と認める場合は、入居期限を延

長することができる。 

５　第３項の規定は、前項の規定により入居

期限を延長する場合について準用する。

 
（入居者の選考） （入居者の選考）

 
第８条　入居の申込みをした者の数が入居さ

せるべき町営住宅の戸数を超える場合の入

居者の選考は，次の各号のいずれかに該当

する者                                 

                                   のう

ちから行う。

第８条　入居の申込みをした者の数が入居さ

せるべき町営住宅の戸数を超える場合の入

居者の選考は，次の各号のいずれかに該当

する者（子育て支援住宅にあっては，前条

第１項に規定する入居申込者に限る。）のう

ちから行う。

 
（１）～（６）　（略） （１）～（６）　（略）

 
２・３　（略） ２・３　（略）

 
４　町長は，第１項各号に規定する者のう

ち，老人，心身障害者，２０歳未満の子を

扶養している配偶者のない者又は１８歳未

満の子を３人以上扶養している者         

       については，第２項から前項までの

規定にかかわらず，町長が割当てをした町

営住宅                          に優先

的に選考して入居させることができる。

４　町長は，第１項各号に規定する者のう

ち，老人，心身障害者，２０歳未満の子を

扶養している配偶者のない者，  １８歳未

満の子を３人以上扶養している者又は若者

夫婦世帯については，第２項から前項まで

の規定にかかわらず，町長が割当てをした

町営住宅（子育て支援住宅を除く。）に優先

的に選考して入居させることができる。

 

 
（家賃の納付） （家賃の納付）

 
第１６条　町長は，入居者から第１０条第５

項の入居可能日から当該入居者が町営住宅

を明け渡した日（第３１条第１項又は第３

６条第１項の規定による明渡しの期限とし

て指定した日                           

             の前日又は明け渡した日のい

ずれか早い日，第４１条第１項による明渡

しの請求のあったときは明渡しの請求のあ

った日）までの間，家賃を徴収する。

第１６条　町長は，入居者から第１０条第５

項の入居可能日から当該入居者が町営住宅

を明け渡した日（第３１条第１項又は第３

６条第１項の規定による明渡しの期限とし

て指定した日（子育て支援住宅にあって

は，入居期限。）の前日又は明け渡した日の

いずれか早い日，第４１条第１項による明

渡しの請求のあったときは明渡しの請求の

あった日）までの間，家賃を徴収する。

 
２～４　（略） ２～４　（略）

 

 
（追加） （子育て支援住宅の明渡し等） 

第４１条の２　町長は、子育て支援住宅の入

居者に対し、入居期限の１年前から６月前
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附　則 

（施行期日等） 

１　この条例は、令和７年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第４１条の２の規定は、この条例の施行の日以前から引き続き子育て支

援住宅に入居している者には適用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

　下泉団地の期限付入居（現入居世帯は除く）について「子育て支援住宅」として

制度創設するため 

現行 改正案

 
までの間に、入居期限の到来により期限付

入居決定の効力が失われる旨の通知をする

ものとする。 

２　前項の通知を受けた入居者（当該通知を

受けた後に、第７条の２第４項の規定によ

り入居期限を延長された者を除く。）は、入

居期限までの間に当該子育て支援住宅を明

け渡さなければならない。 

３　町長は、前項の入居者が同項の規定によ

る明渡しをしない場合は、その者に対し、

入居期限の翌日から当該子育て支援住宅の

明渡しを行う日までの期間について、毎

月、近傍同種の住宅の家賃の２倍に相当す

る額以下の金銭を徴収することができる。
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議案第７１号 

 

　　　石川町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

　上記の議案を提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石川町長　首　藤　剛　太　郎　　　 

 

 

 

石川町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

第１条　石川町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４３年条例第１

２号）の一部を次のように改正する。 
 現行 改正案

 
（期末手当） 

第２８条　（略） 
２　期末手当の額は、期末手当基礎額に    

                          １００分の１

２２．５                        　　  
                      を乗じて得た額

に、基準日以前６箇月以内の期間における

当該職員の在職期間の次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める支給割合を乗

じて得た額とする。 
（１）～（４）　（略） 

３　定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１０

０分の１２２．５」とあるのは「１００分

の６８．７５」                        
                  　　　　　　　     
とする。 

４～７　（略） 
（勤勉手当） 

第３１条　（略） 
２　勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、管

理者が規程で定める支給割合を乗じて得た

（期末手当） 
第２８条　（略） 
２　期末手当の額は、期末手当基礎額に、６

月に支給する場合においては１００分の１

２２．５、１２月に支給する場合において

は１００分の１２７．５を乗じて得た額

に、基準日以前６箇月以内の期間における

当該職員の在職期間の次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める支給割合を乗

じて得た額とする。 
（１）～（４）　（略） 

３　定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１０

０分の１２２．５」とあるのは「１００分

の６８．７５」、「１００分の１２７．

５」とあるのは「１００分の７１．２５」

とする。 
４～７　（略） 
（勤勉手当） 

第３１条　（略） 
２　勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、管

理者が規程で定める支給割合を乗じて得た
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別表第１を次のように改める。 

 

別表第１（第４条関係） 

 

第２条　石川町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を次のように改

正する。 

現行 改正案

 
額とする。この場合において、次の各号に

掲げる職員の区分ごとの勤勉手当の額の総

額は、それぞれ当該各号に掲げる額を超え

てはならない。

額とする。この場合において、次の各号に

掲げる職員の区分ごとの勤勉手当の額の総

額は、それぞれ当該各号に掲げる額を超え

てはならない。

 
（１）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員以外の職員　当該職員の勤

勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基

準日現在（退職し、又は死亡した職員に

あっては、退職し、又は死亡した日現

在。次項及び附則第３項第３号において

同じ。）において受けるべき扶養手当の

月額の合計額を加算した額に          
                    １００分の１０ 
０                                  
             を乗じて得た額の総額 

（２）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員　当該定年前再任用短時間

勤務職員の勤勉手当基礎額に          
                    １００分の４８．

７５                         　　   
                　 を乗じて得た額の

総額 
３～６　（略）

（１）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員以外の職員　当該職員の勤

勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基

準日現在（退職し、又は死亡した職員に

あっては、退職し、又は死亡した日現

在。次項及び附則第３項第３号において

同じ。）において受けるべき扶養手当の

月額の合計額を加算した額に、６月に支

給する場合においては１００分の１０

０、１２月に支給する場合においては１

００分の１１０を乗じて得た額の総額 
（２）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員　当該定年前再任用短時間

勤務職員の勤勉手当基礎額に、６月に支

給する場合においては１００分の４８．

７５、１２月に支給する場合においては

１００分の５１．２５を乗じて得た額の

総額 
３～６　（略）

 （別　紙）

 現行 改正案

 
（期末手当） （期末手当）

 
第２８条　（略） 第２８条　（略）

 
２　期末手当の額は、期末手当基礎額に、６

月に支給する場合においては１００分の１

２　期末手当の額は、期末手当基礎額に１０

０分の１２５                           
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現行 改正案

 
２２．５、１２月に支給する場合において

は１００分の１２７．５を乗じて得た額

に、基準日以前６箇月以内の期間における

当該職員の在職期間の次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める支給割合を乗

じて得た額とする。

                               　　　　

　                 を乗じて得た額に、基

準日以前６箇月以内の期間における当該職

員の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める支給割合を乗じて得

た額とする。

 
（１）～（４）　（略） （１）～（４）　（略）

 
３　定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１０

０分の１２２．５」とあるのは「１００分

の６８．７５」、「１００分の１２７．

５」とあるのは「１００分の７１．２５」

とする。

３　定年前再任用短時間勤務職員に対する前

項の規定の適用については、同項中「１０

０分の１２７．５」とあるのは「１００分

の７０」                               

  　　　　　　　　　　　　　      とす

る。

 
４～７　（略） ４～７　（略）

 

 
（勤勉手当） （勤勉手当）

 
第３１条　（略） 第３１条　（略）

 
２　勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、管

理者が規程で定める支給割合を乗じて得た

額とする。この場合において、次の各号に

掲げる職員の区分ごとの勤勉手当の額の総

額は、それぞれ当該各号に掲げる額を超え

てはならない。

２　勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、管

理者が規程で定める支給割合を乗じて得た

額とする。この場合において、次の各号に

掲げる職員の区分ごとの勤勉手当の額の総

額は、それぞれ当該各号に掲げる額を超え

てはならない。

 
（１）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員以外の職員　当該職員の勤

勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基

準日現在（退職し、又は死亡した職員に

あっては、退職し、又は死亡した日現

在。次項及び附則第３項第３号において

同じ。）において受けるべき扶養手当の

月額の合計額を加算した額に、６月に支

給する場合においては１００分の１０

０、１２月に支給する場合においては１

００分の１１０を乗じて得た額の総額

（１）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員以外の職員　当該職員の勤

勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基

準日現在（退職し、又は死亡した職員に

あっては、退職し、又は死亡した日現

在。次項及び附則第３項第３号において

同じ。）において受けるべき扶養手当の

月額の合計額を加算した額に１００分の

１０５　                             

                                     

        を乗じて得た額の総額

 
（２）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員　当該定年前再任用短時間

勤務職員の勤勉手当基礎額に、６月に支

（２）　前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員　当該定年前再任用短時間

勤務職員の勤勉手当基礎額に１００分の
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附　則 

（施行期日等） 

１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和７年４月

１日から施行する。 

２　第１条の規定による改正後の石川町企業職員の給与の種類及び基準に関する条

例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、令和６年４月１日から適用す

る。 

（給与の内払） 

３　改正後の条例の規定を適用する場合においては、改正前の石川町企業職員の給

与の種類及び基準に関する条例の規定に基づいて支給された給与は、改正後の条

例の規定による給与の内払とみなす。 

（管理者への委任） 

４　前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が定め

る。 

 

 

 

現行 改正案

 
給する場合においては１００分の４８．

７５、１２月に支給する場合においては

１００分の５１．２５を乗じて得た額の

総額

５０　　　　                         

                                     

             を乗じて得た額の総額

 
３～６　（略） ３～６　（略）
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別表第１（第４条関係） 
 

職 員 の

区分

職務 
の級

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

 号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額
 定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員 以 外

の職員

　 円 円 円 円 円 円

 1 186,700 234,000 265,400 292,200 315,400 342,200 

 2 187,800 235,500 266,400 294,100 317,200 344,200 

 3 189,000 237,000 267,500 295,600 319,000 346,000 

 4 190,100 238,400 268,600 297,000 320,700 347,900 

 　 　 　
 5 191,300 239,900 269,700 298,600 322,200 349,600 

 6 193,100 241,400 270,700 300,300 323,800 351,400 

 7 194,700 242,900 271,700 301,900 325,300 353,100 

 8 196,300 244,400 272,800 303,100 326,700 354,800 

 　 　 　
 9 198,000 245,800 273,900 304,300 328,200 356,600 

 10 200,100 247,200 274,900 305,800 330,000 358,300 

 11 201,700 248,600 275,900 307,500 331,900 360,000 

 12 203,300 250,000 276,900 309,000 333,600 361,600 

 　 　 　
 13 204,800 251,200 277,900 310,400 335,300 363,300 

 14 206,400 252,400 279,100 311,700 337,000 365,000 

 15 207,900 253,600 280,100 313,000 338,700 366,700 

 16 209,500 254,800 281,400 314,200 340,500 368,500 

 　 　 　
 17 210,900 255,800 282,400 315,500 342,300 370,300 

 18 212,600 256,900 283,800 317,200 344,100 372,100 

 19 214,000 258,000 285,000 318,900 345,900 373,800 

 20 215,800 259,100 286,200 320,600 347,600 375,500 

 　 　 　
 21 217,500 260,200 287,400 322,100 349,300 376,800 

 22 219,100 261,200 288,800 323,700 350,900 378,500 

 23 220,900 262,300 290,200 325,400 352,600 380,000 

 24 222,800 263,200 291,500 327,000 354,100 381,600 

 　 　 　
 25 224,600 264,400 292,500 328,600 355,700 383,500 

 26 226,200 265,600 293,600 330,300 357,500 385,500 

 27 227,800 266,700 295,100 332,000 359,200 387,400 

 28 229,100 267,700 296,500 333,800 360,900 389,300 

 　 　 　
 29 230,300 268,500 298,000 335,400 362,100 391,000 

 30 230,800 269,400 299,000 337,200 363,600 392,800 

 31 232,000 270,400 300,100 338,900 365,100 394,500 

 32 233,200 271,300 301,400 340,500 366,600 396,300 

 　 　 　
 33 234,400 272,200 302,900 342,100 368,400 397,800 

 34 235,600 273,200 304,200 344,000 370,200 399,200 

 35 236,800 274,100 305,300 345,900 371,900 400,600 

 36 237,600 274,900 306,400 347,500 373,800 402,000 
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 37 238,500 275,500 307,700 348,700 375,300 403,600 

 38 239,500 276,100 309,100 350,400 376,600 404,800 

 39 240,500 276,800 310,400 352,100 377,800 406,100 

 40 241,400 277,500 311,700 353,800 379,200 407,200 

 　 　 　
 41 242,600 278,300 313,200 355,700 380,300 408,100 

 42 243,700 279,200 314,600 357,500 381,300 409,300 

 43 244,600 280,100 316,100 359,400 382,300 410,400 

 44 245,400 280,800 317,500 361,100 383,400 411,500 

 　 　 　
 45 246,100 281,400 318,800 362,700 384,400 412,300 

 46 246,700 282,200 320,300 364,200 385,200 413,000 

 47 247,300 283,100 321,700 365,600 386,100 413,700 

 48 248,100 283,800 322,800 367,000 386,900 414,300 

 　 　 　
 49 249,000 284,500 324,000 368,400 387,800 414,900 

 50 249,500 285,400 325,300 369,300 388,600 415,500 

 51 250,000 286,100 326,700 370,200 389,300 416,100 

 52 250,500 286,900 328,100 371,200 390,100 416,700 

 　 　 　
 53 251,000 287,700 329,100 372,200 390,800 417,100 

 54 251,500 288,400 330,300 373,300 391,500 417,300 

 55 252,000 289,200 331,500 374,400 392,200 417,600 

 56 252,400 289,800 332,800 375,300 392,900 417,900 

 　 　 　
 57 252,900 290,700 334,200 376,200 393,500 418,100 

 58 253,400 291,400 335,300 376,900 394,000 418,500 

 59 253,700 292,300 336,400 377,600 394,600 418,800 

 60 254,000 292,700 337,600 378,200 395,300 419,000 

 　 　 　 　
 61 254,300 293,300 338,500 378,500 395,800 419,200 

 62 254,600 294,000 339,300 379,100 396,300 419,400 

 63 254,900 294,600 340,000 379,800 396,900 419,700 

 64 255,200 295,500 340,800 380,500 397,400 420,000 

 　 　 　 　
 65 255,500 296,200 341,500 381,000 397,800 420,200 

 66 255,800 296,700 341,900 381,700 398,500 420,500 

 67 256,100 297,300 342,700 382,400 399,100 420,700 

 68 256,400 297,700 343,400 382,900 399,600 421,000 

 　 　 　 　
 69 256,700 298,100 344,000 383,400 399,900 421,300 

 70 257,000 298,600 344,700 383,900 400,400 421,600 

 71 257,300 299,200 345,400 384,400 401,100 421,900 

 72 257,600 299,900 346,000 385,000 401,600 422,100 

 　 　 　 　
 73 257,900 300,500 346,600 385,500 401,900 422,300 

 74 258,200 301,000 347,200 386,100 402,400 422,500 

 75 258,500 301,400 347,800 386,800 402,700 422,800 
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 76 258,800 301,700 348,300 387,400 403,100 423,000 

 　 　 　 　
 77 259,100 301,900 348,600 387,900 403,400 423,200 

 78 259,400 302,300 349,100 388,400 403,700 423,700 

 79 259,700 302,700 349,600 389,000 404,000 424,200 

 80 260,000 302,900 350,000 389,500 404,200 424,700 

 　 　 　 　
 81 260,300 303,100 350,400 390,000 404,400 425,100 

 82 260,600 303,400 350,900 390,600 404,800 425,400 

 83 260,900 303,600 351,400 391,000 405,100 426,000 

 84 261,200 303,800 351,900 391,400 405,300 426,700 

 　 　 　 　
 85 261,500 304,100 352,300 391,800 405,500 427,200 

 86 261,800 304,400 352,700 392,300 406,100 427,500 

 87 262,100 304,700 353,100 392,700 406,800 428,100 

 88 262,400 305,000 353,500 393,000 407,500 428,800 

 　 　 　 　
 89 262,700 305,200 353,800 393,500 407,900 429,200 

 90 263,000 305,500 354,300 394,100 408,400 　

 91 263,300 305,800 354,700 394,600 408,800 　

 92 263,600 306,100 355,100 395,000 409,400 　

 　 　 　 　
 93 263,900 306,300 355,300 395,200 409,900 

 94 　 306,600 355,700 395,500 410,400

 95 　 307,000 356,000 395,900 410,800

 96 　 307,400 356,400 396,300 411,400

 　 　 　 　 　

 97 　 307,600 356,700 396,600 411,900 　
 98 　 307,900 357,000 397,100 　
 99 　 308,200 357,300 397,500 　
 100 　 308,600 357,700 397,900 　
 　 　 　 　 　
 101 　 308,800 358,100 398,200 　
 102 　 309,100 358,500 398,700 　
 103 　 309,500 358,900 399,100 　
 104 　 309,800 359,200 399,500 　
 　 　 　 　
 105 　 310,000 359,700 399,800 　
 106 　 310,300 360,100 　
 107 　 310,700 360,500 　 　
 108 　 311,000 360,900 　 　
 　 　 　 　 　
 109 　 311,200 361,300 　 　
 110 　 311,600 361,600 　 　
 111 　 312,000 362,000 　 　
 112 　 312,300 362,300 　 　
 　 　 　 　 　
 113 　 312,500 362,800 　 　
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提案理由 

　福島県人事委員会の勧告に基づき所要の改正を行うため。 

 114 　 312,900 　 　 　
 115 　 313,100 　 　 　
 116 　 313,500 　 　 　
 　 　 　 　 　
 117 　 313,700 　 　
 118 　 313,900 　 　
 119 　 314,200 　 　
 120 　 314,400 　 　
 　 　 　 　 　
 121 　 314,700 　 　
 122 　 315,000 　 　
 123 　 315,300 　 　
 124 　 315,600 　 　
 　 　 　 　
 125 　 315,900 　 　 　 　
 定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員

　 196,100 224,400 265,900 286,100 301,700 327,800
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議案第７２号 

 

　専決処分の承認を求めることについて 

（令和６年度石川町一般会計補正予算－第４号） 

 

　上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

石川町長　首　藤　剛　太　郎 

 

 

 

 

議案第７３号 

 

　令和６年度石川町一般会計補正予算（第５号） 

 

　上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

石川町長　首　藤　剛　太　郎 

 

 

 

 

議案第７４号 

 

　　　令和６年度石川町国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

　上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

石川町長　首　藤　剛　太　郎 
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議案第７５号 

 

令和６年度石川町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 

　上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

石川町長　首　藤　剛　太　郎 

 

 

 

 

議案第７６号 

 

　令和６年度石川町介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

　上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

石川町長　首　藤　剛　太　郎 

 

 

 

 

 

議案第７７号 

 

令和６年度石川町宅地造成事業特別会計補正予算（第２号） 

 

　上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

石川町長　首　藤　剛　太　郎 
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議案第７８号 

 

令和６年度石川町水道事業会計補正予算（第２号） 

 

　上記の議案を別冊のとおり提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

石川町長　首　藤　剛　太　郎 
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議案第７９号 

 

路線の町道認定について 

 

　上記の議案を提出する。 

 

　　令和６年１２月　５日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　石川町長　首　藤　剛　太　郎 

 

 

 

路線の町道認定について 

 

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、下記のとおり

路線を町道認定するため、議会の議決を求める。 

 

記 
 

路　線　名 起　　点 終　　点

 
町道１２１５号線

石川町字長久保９１番３２地

先

石川町字長久保２３６番７地

先
 

町道１２１６号線 石川町字長久保１５番６地先 石川町字長久保１５番６地先

 
町道１２１７号線 石川町字長久保３５番７地先 石川町字長久保３００番地先

 
町道１２１８号線

石川町字長久保４７番３８地

先

石川町字長久保３０７番２地

先
 

町道１２１９号線
石川町字長久保４７番３８地

先

石川町字長久保４７番３９地

先
 

町道１２２０号線
石川町字長久保４７番３６地

先

石川町字長久保２９４番１１

地先
 

町道１２２１号線
石川町字長久保３０４番１６

地先
石川町字長久保４７番７地先

 
町道１２２２号線

石川町字長久保３０４番１２

地先

石川町字長久保４１番１１地

先
 

町道１２２３号線
石川町字長久保４７番１６地

先
石川町字長久保４７番３地先

 
町道１２２４号線

石川町字長久保４７番１１地

先

石川町字長久保４７番１４地

先
 

町道１２２５号線 石川町字長久保４８番３地先
石川町字長久保４７番２５地

先
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提案理由 
民間事業者により宅地造成された土地の主要道路が町に譲渡されたため。 

 
町道１２２６号線 石川町字長久保４７番８地先 石川町字長久保４７番８地先

 
町道４１５２号線

石川町大字双里字谷津前４６

番７地先

石川町大字双里字谷津前４６

番６地先



 


